
(別紙様式)

令和３年度 学 校 評 価 シ ー ト 学校名：県立はまゆう支援学校 学校長名 ： 小 原 美佐香 印

めざす学校像 ・児童生徒の発達の段階や障害の特性等に基づき、個々の教育的ニーズに対応した指 ・南紀支援学校との統合に向け、組織的に新しい学校づくりを進める。 十分に達成した。
導・支援を行うとともに、保護者や地域の期待に応え信頼される学校 ・新学習指導要領の理念を踏まえた学校教育力の向上を図る。 Ａ （８０％以上）

育てたい生徒像 ・自立と社会参加を目指し、心ゆたかにたくましく生きようとする児童生徒 中期的な ・「きのくにコミュニティ・スクール（学校運営協議会）」の実効性を高め、 達
目標 地域とともに歩む学校づくりを目指す。

Ｂ 概ね達成した。
本年度の重点目標 １ 児童生徒一人ひとりの実態に応じた授業の充実を図る。 成 （６０％以上）

(学校の課題に即 ２ 保護者との信頼を深め、安心・安全な教育環境の整備を推進する。 Ｃ あまり十分でな
し、精選した上 学校評価の ・本校ホームページにて、その概要を公表する。 度 い。（４０％以上）
で、具体的かつ ３ 地域の人々や地元企業等との連携を深め、協働できる取組を推進する。 結果と改善
明確に記入する） 方策の公表 Ｄ 不十分である。

４ 新しい統合校における教育活動について、組織的に取り組む。 の方法 （４０％未満）

（注）１ 重点目標は３～４つ程度設定し、それらに対応した評価項目を設定する。 ２ 番号欄には、重点目標の番号を記入する。 ３ 評価項目に対応した具体的取組と評価指標を設定する。
４ 年度評価は、年度末（３月）に実施した結果を記載する。 ５ 学校関係者評価は、自己評価の結果を踏まえて評価を行う。

自 己 評 価 学 校 関 係 者 評 価

重 点 目 標 年 度 評 価 （ ３月 ４日 現在 ） 令和４年３月４日 実施

番号 現状と課題 評価項目 具体的取組 評価指標 評価項目の達成状況 達成度 次年度への課題と改善方策 学校関係者からの意見・要望・評価等

「わかって動ける授業」を ・効果的な授業改善 ・毎週１回の「１５分授業改善」 ・授業改善の時間を確実に実 ・年間通じて、15 分授業改善 ・週時程を見直し、教材研究、 ・学校統合に係る説明等が足りない気がす
視点に毎週 1 回 15 分の時間 ができているか。 の時間を確保する。 施し、効果的に活用している。 に週１回取り組んだ。 教科の打合せ会議を計画的に るという保護者からの意見もあり、次年度
を確保し授業改善に取り組ん ・全校研修の取組と ・外部講師を招聘し、年２回 実施し、会議、委員会の精選 は、統合に向けて、見えやすさが必要であ

１ でいる。また、「学校全体で 日常の授業を関連づ ・テーマに基づく研究を学校全体 ・全校研修の成果や到達点が の授業研修を実施した。 や調整を行う。 り、内覧会、説明会等に取り組む必要があ
取り組むポジティブな行動支 けて授業改善を行っ で取り組む。 全教職員で共有できている。 ・統合における教育課程の充 ・南紀支援学校と合同で、教 る。また、現在、教室環境においても、十
援を主題にした研究活動に取 ているか。 実をテーマに、両校合同で研 B 育課程の研修を行う。さらに 分ではないので、新しい学校を活用し、統
り組み、今年度は公開実践報 ・新学習指導要領の ・新学習指導要領の趣旨を踏まえ ・指導内容を単元で整理した 修を実施し、「教科等を合わ 本校で取り組んできた「わか 合に結びつくような取組が必要である。
告会を開催する予定である。 ポイントを踏まえた た授業を展開する。 年間指導計画を授業づくりに せた指導」に含まれる教科に って動ける授業」と関連づけ
新学習指導要領の趣旨や内容 授業実践ができてい 活用している。 ついて、各学部で分析し検証 て授業改善に取り組む。 ・昨年度に比べると、評価が上がっている。
について、理解を深めている。 るか。 を行った。 子どもたちも意識が上がっており、安全安

心が大事でよかった。
新型コロナウイルス感染症 ・全教職員が、リス ・新型コロナ感染症等の関連情報 ・校内感染防止対策を更新し、 ・校内感染防止対策を随時更 ・地域における新型コロナウ

をはじめとして危機の際の具 クマネジメントを意 を提供し、校内での感染予防に努 学校全体で周知し、感染防止 新し、職朝等で周知を行った。 イルス感染症の状況を把握し ・教職員のアンケートを見ると、自分たち
体的な対応の共有が必要であ 識し、未然防止に取 める。 に努めている。 定期的に委員会を開催し、地 校内感染防止対策を更新し、 でチェックする機能が働いている。お互い

２ る。また、地震発生時の対応 り組んでいるか。 域の状況に即した校内の取組 感染防止に努めていく必要が にフィードバックして、よりよい方向に結
など、危険等発生時対処要領 ・全教職員でマニュ ・危険等発生時対処要領の定期的 ・対処要領の内容が教職員に を検討し、全教職員と情報の B ある。 びつけることが大切である。
の精査と共有が課題である。 アルが共有され、校 な確認と共有を図る。 周知できている。 共有を行った。 ・避難訓練は、今後も様々な
児童生徒の特性等から起こり 内安全体制ができて ・12 月の震度 4 の地震の発生 場面を想定し、継続的に実施 ・児童生徒が、地域で暮らしていくために
える危険性を想定し、未然防 いるか。 ・アクシデントやインシデントに ・事故等の状況と原因を理解 後、再度避難マニュアルを見 し、定着を図るとともに、問 どう地域を巻き込んで、どのような手立て
止への意識の向上が必要であ ついて学部等で分析し、職員会議 することで、事故予防に結び 直し、それに基づいた避難訓 題を見いだし、修正していく をしていけるのか、地域の支援団体からも
る。 等で報告する。 ついた事例がある。 練を実施し、検証を行った。 ことが必要である。 広げていくよう連携することが今後の課題

である。
本校周辺地域の学校間交流 ・本校の教育活動が ・地元紙を含め、ＨＰ等により、 ・年間20回以上の情報発信が ・HP について、支援だより ・地域への発信の機会が増え

学習や作業学習として地域の 地域住民に理解され、 本校の教育活動を積極的に地域に できている。 を年間 7回、「校長室通信 は たが、さらに地域への発信の ・学校としては、様々な取組を行っている
店舗や公共施設での活動等を 取組に関心を持って 発信する。 まゆうの風」を 16号掲載し、 方法、形態、媒体の工夫に努 が、地域の中では知られていない。もっと、

３ 行っている。しかし、本校を いただているか。 教育活動に関する情報を定期 める。 地域で、広報などでアプローチすることが
周知する機会が少なく、地域 ・本校児童生徒や卒 ・地域人材を外部講師として招聘 ・地域に住む外部講師を各学 的に発信することができた。 ・サポーターズクラブの加入 大事である。学校だよりを地域へ配付する
への情報発信も少ない。「は 業生が地域で豊かに する。 部年間３回以上招聘している。 また、地元紙でも、各学部の B 業所を増やすとともに、総会 など、町と連携して、広報を一緒にするこ
まゆうサポーターズクラブ」 生きるための手立て 教育活動やサポーターズクラ に加えて、さらに発信に努め とも考えられる。
を通して、地元企業等関係者 が講じられているか。 ・ｻﾎﾟｰﾀｰｽﾞｸﾗﾌﾞに参画する事業所 ・年間10回の情報提供を行っ ブについて掲載していただく る。
への本校教育活動の周知と進 ・センター的機能が への情報提供を行う。 ている。（「進路便り」等） よう働きかけ、発信すること ・地域の特別支援教育を推進 ・生徒の満足度が高いのは素晴らしい。コ
路指導等への協力を依頼して 効果的に発揮できてい ができた。 するために、地域の中学校の ロナの影響で通常のイベントができない中、
いる。知的・聴覚Coが、小中 るか。 ・地域の特別支援教育を推進する ・校区内小・中・高等学校に ・作業学習、進路学習、総合 教員を対象にした研修会を今 教職員が工夫した結果と思う。福祉関係で
学校等からの要請に応じて相 ための情報を本校ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞや電子 対して、年間10回以上の情報 的な学習、防災学習等で地域 後も実施し、高等学校との連 は、この地域の保護者の選択肢が増えてい
談・支援を行っている。 メールにて発信する。 発信を行っている。 の外部講師を招聘した。 携を図る、 る。今春にも、いくつかの事業所がオープ

ンする。手をつなぐ先が、増えている中で、
南紀支援学校との統合に向 ・統合校の学校運営 ・計画的に両校の合同会議を実施 ・両校で計画的に会議を設定 ・オンラインを活用し両校合 ・令和 5 年度の開校に向け 進路に関する研修を行うことができず残念

けて、統合校の学校運営体制 等において課題を明 し、検討する。 し、検討している。 同職員会議を年間 3 回実施し て、両校合同で職員会議、運 である。児童ディサービスと学校を併用し、
学校組織等の課題を解決し整 確にし解決に向けて た。統合校の学校運営組織、 営委員会、分掌部会を実施し、 連携しながら行っているが、今後福祉サー

４ 備するとともに、教育課程を 検討しているか。 ・各校の教育課程をもとに統合校 ・各部門の教育課程を編成し、 校時について協議を進めるこ B 業務内容を共通理解し、統合 ビス等の活動をお知らせすることも大事で
編成することが必要である。 ・統合校の教育課程の の教育課程を編成する。 全教員で共有している。 とができた。 後を見据えた取組を行う。 ある。
また、統合に向けた取組につ 編成において、両校で ・新型コロナウイルス感染症 ・事務室と連携し、計画的に
いて保護者に情報提供し、共 組織的、計画的に取り ・統合校の学校運営等について両 ・保護者に対して機会を捉え 感染拡大防止のため、両校で 引越作業、廃棄作業、備品購
通理解を図ることが必要であ 組めているか。 校で連携し、保護者に説明する。 て情報を提供している。 の合同保護者説明会が実施で 入、施設設備の運用等に取り
る。 きなかった。 組む。


